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1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和４年度（2022年度）に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

正規職員等 1.8

会計年度任用職員 0.0 0.0 0.2 1.0

0.7 0.5 0.6

4,058 5,976

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

14

一般財源 259 495 801

事業費の合計　（千円） 259 509 801

人件費　（千円）

地方債

その他特定財源
財源
内訳

国県支出金

-

0 0 65

1,250
71.0%

105 305 532

インターネットや広報
媒体等を使用した情
報発信

衛生時報、ホーム
ページ、SNS、動画配
信、リーフレット作成
及び配布等

－

- -

-

154 204 204

食育啓発事業 離乳食教室食材費
離乳食教室リーフレッ
ト

食育に関する講座・
教室等への参加者数
（人）

888 1,250

達成度指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

鎌倉市食育推進会議
運営事務

食育推進会議報酬
－

- -

市民等

食を通して市民の健康の維持増進を図るため。

市民の健康に対する意識が高まり、自分から進んで健康の維持増進のための行動をとることができる。

市民の食育推進の指針となる鎌倉食育推進計画の推進、進捗管理、評価を行った。
「食」に関して、広く情報提供を行い、市民への啓発を図った。
市民、生産者・流通業者、関連団体等が円滑に食育推進をするための環境づくりを行った。
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事務事業
実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）
令和４年度 令和５年度

法定受託事務 関連課

総合計画上
の位置付け 分野 健康福祉 施策の方針 健康長寿社会の構築

令和５年度（2023年度）行政評価シート【個表】

評価対象事業 評価者 市民健康課長 石黒　知美

健福-48
食育事業

自治事務 主管課 市民健康課



5 評価結果

(１) 最小事業評価
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インターネットや広報
媒体等を使用した情
報発信

様々な角度から広く情報発信
を行うことで、多くの市民が食
育について考えるきっかけとし
ているが、不特定多数を対象と
して発信しているため、実績の
数値を把握できず評価不可と
する。

望ましい食生活を送るため
の知識を身につけることが
食を選択する力の基礎とな
り、健康長寿社会の構築に
寄与すると考えられる。

多くの人が必要な情報を得られ
るように、ホームページの情報
の拡充を行う一方で、情報を整
理し、より見やすくわかりやすく
することが課題である。

鎌倉市食育推進会議
運営事務

計画の評価に使用している食
育アンケートは計画改定前に
実施しており、毎年度の実施は
行っていないため、その実施に
あわせて、指標を設定し分析を
行うことを検討する。

計画を推進することで、市
民一人ひとりの食への意識
向上を図る。

内容が重複する部分が多いこと
から、健康づくり計画との統合を
検討しており、それに向けた調
整を今後行っていく。

食育啓発事業 令和４年度は地域からの依頼
も増え、徐々に回復しつつあ
る。しかし目標には達していな
いため、引き続き積極的な事
業周知を行っていく。

望ましい食生活を送る力を
つけることが食を選択する
力の基礎となり、健康長寿
社会の構築に寄与すると考
えられる。

新型コロナウイルスの影響によ
り、啓発の機会が減少していた
が、今後、啓発事業を再開し、
利用勧奨を行っていく。
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事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点



(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

□ □ ■ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

他市町村においても、様々な媒体を通して多くの情報提供の機会を得ている。令和３、４年度はコロナ禍により対
面での普及啓発が限られた中でも、インターネット等を活用することで非対面でも効果的に情報発信を実施するこ
とが可能であった。本市においても、ホームページ、SNS、動画配信等を通して、継続した情報発信を行っていく。

藤沢市

他市実績
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

 

比較事項 インターネットや広報媒体等を使用した情報発信を行っているか

団体名 鎌倉市 逗子市 葉山町 三浦市 平塚市 茅ヶ崎市

達成率  

実績値

R5年度 R6年度 R7年度

目標値

 

指標（単位） 単位

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

達成率 24.0% 71.0%  

1,250

実績値 111 300 888

R5年度 R6年度 R7年度
食育に関する普及啓発を継続し多くの市民に情報発信
していくことで、市民の健康の維持増進に繋がるため。
（令和２年度は新型コロナウイルスの影響により参加
者数が激減している。）

目標値 1,250 1,250 1,250 1,250

市民の食育推進に寄与し、それが健康増進、健康寿命の延伸へとつながっていく事業である。食育推進計画を
推進するために鎌倉市食育推進会議及び食育連絡協議会で計画の進行管理を行いながら、啓発イベントや事
業等を継続して行っていく必要がある。
内容が重複する部分が多いことから、健康づくり計画との統合を検討しており、それに向けた調整を今後行って
いく必要がある。

指標（単位） 食育に関する健康教育に参加した人数 単位 人
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

公平性 受益者負担は公正・公平か ○.負担導入済 ○-2　適正な受益者負担を導入している

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

△-1　今後、市民等との協働による事業を検討すべき事業がある

協働実施済の場合のパートナー

食育ボランティア団体、保育ボラン
ティア団体

妥当性
各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 4　法令等により、市に実施が義務付けられている

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

効率性

事業費の削減余地はないか 1　事業費の削減余地はない

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 1　実施済み

関連・類似する事業の統合はできないか 3　統合できる事業はない


